












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1950年 380 1，389 11，729 38．800 2，767 7，760
1951 1，593 1，694 3，495 22．900 593 ’
1952 443 1，792 ユ，733 59，100 863 ’1953 1，488 2，184 9，722 28．300 412 5，828
1954 1，587 2，457 1，μO 22，600 444 5，377
1955 847 3，781 3，079 28，200 1，O02 5．622
1956 264 2．083 1，423 33，100 948 4，137
1957 2，386 8，412 4，121 16，500 3，789 4，619
1758 782 3．462 1，138 23，900 294 4．172
1959 62 5，270 1，938 69．000　　　　9839，190
　　　（Sta旬sdsches　Jahrbuch　f七r　die　Bmdesrepub1ik　Deutschland，Wiesbaden1961・）
　d）ただ組合が国民経済に対する影響も顧みず，無遠慮に闘争方策を行使し
たとしても，労働力不足と，ストライキ戦略によって，組合は共同決定制の助
けで獲得したのと同じ成果をかちえたかもしれない。
　e）げれども，ストライキが企業活動を止め，市場への製品供給をさまたげ
るだろう。1954年から61年の期間において，西ドイツの雇用状況は，外国に比
して良好であったが，これは西ドイツ経済の供給能力の成長にもとづく。この
16
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期間においてストライキの少なかったことが，そうした西ドイツ経済の発展に
プラスになっている。かかる見解からすると，共同決定制によりえた実質賃金
が，はげしい闘争方策でえられえたかどうか，判断するのはむずかしい。
注（1〕Vo1gt，a．a．O．，S．244一
　（2〕　Voigt，a．aI　O．，S．245．
　（3）　Voigt，a．a．O、，S．239．
　（4〕　Voigt，a．a．O、，S．468．
　（5〕　Voigt，a．a．O．，S．472．
5
　共同決定制は従業員の意識に，いかなる映像をむすんでいるか。共同決定制
に相応して，従業員の側に，共同決定の意識があるだろうか，それが育成され
ているだろうか。こうしたテーマは科学的にも興味深いので，共同決定制が施
行された直後から，鉄鋼部門を中心にして，そのテーマにふれた，いくつかの
実態調査がおこなわれている。ノイローの研究，ポピッツ＝バールトらの研究，
フラソクフルト杜会調査研究所の調査がそうである。㈹　ピルカーらの実証研究
も，このカテゴリーにはいるであろう。｛2，
　一般に，杜会的変化カミ人間の意識にはいりこむにっいては，時間がかかる。
つまり，通常，意識はしばしぱ実際の発展よりもおくれる。上記の研究は，ほ
ぽ1952年から54年にかげて実施されているが，タイミソグとしては，一寸はや
かったようにも思われ乱ただ，まったく不適当だというわげではないが。
　ポピッツ＝バールトらの実証研究では，「あなたは共同決定をいかに解する
か」という質間について，39パーセソトの回答者が問題を知っており，そのう
ちの6パーセントは正確な知識をもっていた。また全体の13パーセソトはほぼ
適切な回答をしたが，45パーセソトはほとんど知識がないか，まったく知識が
なかった。3パーセソトの者は不明である。｛副フランクフルト杜会調査研究所
のものでも，似たような結果が出ている。すなわち，回答者の18バーセソトは，
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「共同決定とはなにか」という問いにっいて，なんらの意見ももっていなかっ
た。これに，「なんらの具体的な陳述をなしえなかった者」を加えると，回答
老のうちの3分の1から半分は，共同決定に関Lて，ほとんど知識をもってい
ない。ω
　また「この工場には，共同決定が導入されているか」という質問に対して，
ポピヅツ＝バールトらの調査では，回答老の27パーセソトは，共同決定が導入
されていないとしたり（14パーセソト），その導入を知らたかったとした（13
パーセソト）。回答老の62パーセソトは，共同決定が導入されていることを，
はっきりと知っていたが，11パーセントの人びとは不確かであった岬ノイロ
ーの調査でも，ほとんど同じような結果が出ている。すなわち，質問された者
の22．7パーセソトは，共同決定が導入されたことを，釦っていなかったので
ある。崎，
　ポピッツ＝バールトらの研究では，このほか，被用者代表の選挙方法，代表の
任務，Arbeitsdirektorのことが質問され，代表との面識の有無が訊かれている。
ノイローによっても，共同決定の方法やArbeitsdirektOrの制度がたずねられ
ている。またフラソクフルト杜会調査研究所の調査では，Arbeitsdirektorの
制度と担当者についての知識，監査役会の構成，上部会杜の共同決定にっいて
の特殊間題などが質問されている。そして，これらの質問に対する回答は，さ
きの一般的な質問のそれと同じであって，従業員の知識はお粗末なものでしか
なかつた。
　従業員に十分な共同決定の知識のないことぱショックであった。「高度の共
同決定」が比較的スムースにおこなわれていると思われていた鉄鋼部門におい
てすら，この有様である。まして，共同決定の意識たどは，問題外であろう。
ポピヅツは労働者の杜会像の類型論を展開して，多数の杜会像をとらえている。
しかしそれらの多数は，意思形成に参加しているという意識をもっていなかっ
た。共同決定の意識とはなにか。H、ザイデルは，つぎのようにのべている。
　18
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すなわち，「もぼや対象物ではなくて，もっぱら即物的な観点によって形成さ
れる生産ヒエラルヒーの部分，しかも意思形成に対して影響力をもつ部分であ
るという感情が，このような意識にあらわれているだけではなくて，それによ
って，これまでの従属感情が，解放された共同責任に道をゆずるであろう」・ω
と。このような共同決定の意識は，さきの実証研究によって検出されなかった
わけである。コヅホも，「実際の経験と実証研究からわかることは，通常，明
白な共同決定意識はまだないようである」，とのべている。帽1
　この事態はいかに解すべきか。すでにのべたように，このテーマに関する実
証研究が尚早であったのかもしれないが，その後において，こうした共同決定
の意識が育成されたようにも思われない。さきのコッホのことぱは・1967年の
文献に収録されていることからも，そのように考えざるをえない。
　この点について，ノイローはつぎのように考える。つまり，ものごとが具体
的で物的，個人的なものから，抽象的で概念的なもの，上部の事柄になるにっ
れて，従業員の意識におげる共同決定は不明確になる。⑲ヨ従業員にとっては，
経営実践の直接のブロセスに比して，取締役会や監査役会における共同決定は，
はるかに体験できないものとたる。ノイローによれぼ，r労働老が共同決定と
接触できるところでは，かれらはそれをよく釦ってい乱工場のなかで日々は
たらいている労働老にとって，共同決定という抽象的な概念を，かれの周知の
事態や人間にむすびつげることがいかにむずかしいかがわかる」のである。ω
　従業員の共同決定に関する知識が乏Lく，共同決定意識のない点にっいて，
ノイローは以上のように解釈するのであるが，コヅホによると，従業員が共同
決定制やその担い手に関Lての法的な知識のないことは，それほど重要ではな
い。帥共同決定についての相応の知識がなくとも，共同決定の導入によって，
なにかが変ったのだという知覚があれば，それでよいのである。そして・かか
る知覚はあるように見受けられる。共同決定は概Lて積極的な価値として受げ
取られている。調査によると，共同決定そのものの内容なり適用にかかわり合
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いのない従業員も，共同決定を基本的に肯定し，これを資格ある代表に委ねて
いるというのが，いかなる場合にも，ほぼ間違いのない状況のようであ私わ
れわれが警戒しなげればたらないのは，原始民主主義的た状況にないところで
は，代理人の思考と無関心のモメソトを，直接的ではなくて，伸介的に遂行さ
れる権利の拒否と同一視することである。
　コヅホによれば，胸大企業においては，代表制民主主義（・ep・ヨsentative　Dem・
ok・ati・）のみが可能であり，それのみが機能できることがわかる・もし民主主
義があるとしても，それは代表民主主義のかたちで存在する。だから，被用者
のもつ共同決定制の知識にっいても，国民が民主主義やその諸制度に関しても
っている知識レベルを考えにいれて，判断がなされるべきである。
　ただ，既述のようた解釈にかかわらず，共同決定制が実施されて20年ほどに
たるのに，従業員側に共同決定意識がないというのは大きな問題である。これ
がないために，折角のチャソスが浪費されているようにみえるからである。A．
リッヒがいうよラに，共同決定制は，「一・・産業の労働活動の客体状況をアウ
フ・へ一ベソするチャソス．（従業員に一F．）共同責任者，共同決定者として
の人的立場を認容するチャソス，唯一のチャソス」㈲である。共同決定は実現
された目標ではなく，こうLた意味でも，努力目標であり，いぜんとして大き
な課題がのこっている，というべきである。
注（1〕O－Neuloh，Die　deutsche　Betriebsverfassung　und　ihre　Sozialformen　bis　zur
　Mitbestimmung，丁廿bingen1956．；H；Popitz，H．P．Bahrdt，E．A，J亡res　md　H．
　Kesting，Das　Gesenschaftsbild　der　Arbeiters，Soziologische　Untersuchungen　in
　der　H廿ttenindustrie，丁直bingen195τ（これについては，市原季一著，酉独経営杜
　会学，森山劃善，昭和40年，参照）：T－W．Adomo　und　W．Dirks，Betriebsk1ima－
　eine　industriesoziologische　Untersuchung　aus　dem　Ruhrgebiet，Frankf岨t　am
　Main　ユ955．
（2〕T－S－Pirker，B．Lutz　und　F．Hamme1rath，Arbeiter＿Management＿Mitbes－
　timmung，Stuttgart　und　DOsseldorf1955．
　（3〕　Popitz，Bahrdt，J七res　und　Kesting，a．a．O．，S．125．
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（4〕　Adomo　und　Dirks，vg一．Tabellen108，110und113．
（5）　Popitz，Bahrdt，JOres　und　Kesting，a．a－O一，S．122．
（6）　Neuloh，a－a－0。，S．218．
（の　H．Seidel．Warum　fehlt　ein　Mitbestimmmgs－bewuBtsein？，in：Das　Mitbes－
　timmungsgespr童ch，10・Jg・1964・S・115・
（8〕　Koch，a．a．O一，S－25．
（9）　Neu1oh，Der　neue　Betriebsstil，丁廿bingen1960．S－167．
⑩　Neu1oh，a．a，0．，S．167．
⑪　Koch，a．a．O一，S－26．
⑫　Koch，a－a．0．，S．27一
⑬A．Rich，Christ1iche　Existenz　in　der　industriell㎝Welt，Zurich1964S．57ff．
　西ドイツ企業におげる共同決定制は，今日の支配的な企業体制からすれぼ，
一見きわめて異質的な制度だと思われたにもかかわらず，ほとんど完全に静か
に（fastv611igge・釦schlos）そこに受げいれられ，定着した感のあるのは，驚
くべきことである。しぱしば指摘されるような，不完全な立法化と，現行の法
体系への不十分な適応にかかわらず，共同決定制はそれなりに一定着しつつある
ようであって，それだけに，実証研究から出てくる結果には，注目すべき事柄
が多い。
　興味深いことに，ホイクトによると，共同決定は，若干の領域において，立
法者が意図したよりも，大企業の意思形成に対して大きな影響をあたえたが，
一方，また別の領域にあっては，その作用なり影響力は，立法者が達成しよう
とLたものよりも，ひくいレベルにとどまってい乱ω結論的にいうと・共同
決定は経済的な意思形成にっいて，ほとんど影響力がなかった。企業の経済的
な意思形成は，共同決定により，ほとんどマイナスのf乍用をうけず，したがっ
て，西ドイツ経済自身に対しても，それは阻止的でなかった。たとえば，経済
力集中化に対しても，共同決定制はほとんどこれを阻止する力がなかった。む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21
　22
しろ共同決定制は，ストライキによる衷失労働目数などのうえで，企業の経済
活動に対して，プラスの作用をしていると考えられる。これが，結果的に，西
ドイツ経済の成長を支える，ひとつの支柱ともなっている。
　従来の市場経済的なモデル理論からすると，共同決定制は，企業の経済活動
にとって，大きな足かせとなるべきものであった。だが実態は，抽象的な企業
家の理論的モデルが予想したことと，大きくかげ離れている。むろん，共同決
定制が現実の企業活動のなかで，体制的な変容をうげたという側面は否定でき
ないであろう。とくに労働組合が，当初の経済計画化の目標をすててしまった
感のある今日の段階では，そうした変容はいっそうすすんでい乱｛到さらに・
共同決定の思想が，歴史的には，キリスト教杜会主義や自由杜会主義に，その
根源をもつことを思えぱ，共同決定制はもともと体制への適応性を具有してい
たのだともいえるo
　けれども共同決定制は，経営杜会政策の側面にあっては，企業に大きな刻印
をあたえている。企業の意思形成システムは，いろんな問題をふくむにしても，
二元的な構造をもつようになり，とりわけ，企業における従業員の杜会生活の
形成にば，代表制民主主義のかたちであれ，かれらの意向が大きく反映できる
ようになった。これが経営クリマの改善につながり，また経済領域へのブラス
の投影ともなっている。げれども，従業員が共同決定を基本的に肯定し，これ
を資格ある代表に委ねているとしても，従業員一般に，共同決定意識がほとん
どたいことは，やはり大きな問題点になると思われる。この事態にっいて，い
ろんな解釈ができるのであるが，やはり，従業員教育などを通じて・これを克
服することが，最大の課題だというべきである。
注（1）Voigt，Die　Mitbestimmung　der　Arbeitnehmer　in　der　Bundesrepublik　Deu－
　　tschland，in：Zeitschrift　fOr　Evangelische　Ethik・7．Jg．1963．
　（2〕二神稿，前掲の論文，参照。
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